
１．中部地方整備局港湾空港関係組織の紹介

２．みなとの役割と中部地域の特徴

３．中部地方整備局で担当している仕事

４．仕事の流れ

（参考）最近の動き

（参考）2025年度採用について
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国
港湾管理者※１

（自治体）
調査・設計

コンサルタント
建設会社

プロジェクトの流れ

各港の計画

プロジェクト
の事業化

構造物の検討

構造物の建設

構造物の管理

政策・方針
○法律・制度
○基本方針

各地域・各港の対策の検討
○利用者ニーズ・課題等の把握
○解決策の検討・提案 等

港湾計画

関連調査
○需要予測
○施設配置検討 等

※１ 港湾管理者：港湾を管理する地方公共団体 自治体
※２ 港湾空港技術研究所などによる研究開発を含む。 国土交通省港湾局提供

予算要求

個別プロジェクトの事業化

構造物の検討
○調査・設計（発注→監督→検査）

○研究開発・実験等※２

構造物の検討
○調査・測量
○設計

構造物の検討
○研究開発・実験等

構造物の建設
○地元関係者との調整

○工事の実施（発注→監督→検査）

関連調査
○モニタリング
○測量 等

構造物の建設
○工事の実施

（施工管理）

完 成

維持管理 維持管理
関連調査

○健全度調査 等

維持補修
○維持補修工事

の実施

仕事の流れ（公共事業における港湾プロジェクトの大まかな流れと各者の役割）
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港湾管理課港湾空港整備・補償課 経理調達課

厚生課

人事課

港政課

職員の任免、服務、勤務時間及び休暇、給与、研修、栄典及び表彰 など

宿舎の設置、維持及び管理、職員の健康、安全、福利厚生、災害補償 など

港湾空港部の所掌事務に関する総合調整、法令等の遵守に関する事務 など

仕事の流れ（事務系）

総務課 または 品質管理課
総務課
または

品質管理課

港湾空港防災・危機管理課 港湾及び航路の保安の確保、港湾及び航路に関する災害の防止、緊急確保航路に関する業務 など

企 画 調査・設計 工 事 維持管理

経済動向の把握
港湾計画の策定支援
経済性の評価
予算の獲得
広報活動

など

調査・設計の発注
環境影響評価
土質調査など現地調査
構造設計 など

工事の発注
工事価格の積算
関係者調整
工事の監督・指導

など

国有財産等の管理
維持管理の指導
点検
健全度の調査

など

品質確保室

完

成

港湾事務所各課の担当部署

その他業務の担当課

契 約

予算の管理
入札手続
技術提案の評価

など

補 償

事業に必要な漁
業補償や建物等
の移転補償

など

港湾空港部各課の担当部署
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港湾空港防災・危機管理課 港湾及び航路の保安の確保、港湾及び航路に関する災害の防止、緊急確保航路に関する業務 など

企 画 調査・設計 契約・工事 維持管理

経済動向の把握
港湾計画の策定支援
経済性の評価
予算の獲得
広報活動

など

調査・設計の発注
環境影響評価
土質調査など現地調査
構造設計 など

予算の管理
工事の発注
工事価格の積算
技術提案の評価
関係者調整
工事の監督・指導

など

維持管理の指導
点検
健全度の調査

など

港湾計画課 港湾事業企画課

品質確保室

港湾空港整備・補償課

海洋環境・技術課

クルーズ振興・物流企画室

企画調整課

工務課

保全課 または 建設管理官室 等

完

成

仕事の流れ（技術系）

港湾空港部各課の担当部署

港湾事務所各課の担当部署

その他業務の担当課
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※国際戦略港湾における高規格コンテナターミナル（水深16m以上の耐震強化岸壁
を有するもの）に附帯する荷さばき地についてのみ国で整備

国土交通省港湾局 提供

各者の役割（港湾整備）

航路・泊地

港湾整備事業
【港湾管理者または国】

港湾機能施設整備事業
【港湾管理者等】

臨海部土地造成事業
【港湾管理者等】

民間（港湾運営会社等）による港湾関係事業
【民間事業者】

（防波堤、岸壁、航路・泊地等）
荷役機械

港湾業務用施設等

倉庫
上屋

【 】は事業主体を示す。

港湾整備における施設毎の整備実施者
○ 防波堤、岸壁、航路・泊地 → 港湾管理者 または 国
〇 埠頭用地・流通施設用地（荷さばき地等）、荷役機械、上屋 → 港湾管理者
○ 倉庫、港湾業務用施設等 → 民間事業者
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（研修制度） ＯＪＴ研修 ・ ＷＥＢ現場研修

入省１～３年目の職員を対象に、OJT研
修（所属外の部署が行っている業務に実際
に参加する研修）を開催しています。
研修を通じて工事の安全管理状況の点検
や、設計業務などを学びます。

若手職員を中心にWEBで現場研修を行
っています。港湾事務所で現在進めて
いる事業を、現場に行かなくても、動
画などを交えて学ぶことができます。

OJT研修

WEB現場研修

ほかにも、新たな施工技術に関する知識習得など、若手技術者を対象とした現場見学会や勉強会などを
（一社）日本埋立浚渫協会中部支部とともに実施しています。

工事安全パトロール
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